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□1  はじめに 

 

日本学術会議が提唱した地域型研究機関の一つとして、平成１０年１１月に

福井県若狭湾エネルギー研究センター（以下「エネ研」という。）が開設された。

以降、設立目的である「エネルギーに関連した科学技術の地域産業への普及等

による地域活性化」のため、エネルギーに関する研究開発や加速器を用いた研

究、国内外の研究者・技術者の交流、人材育成などに取り組んできた。 

 平成２３年４月には、原子力の先進県である福井県を国際的な原子力人材育

成の拠点とするため、「福井県国際原子力人材育成センター」が設置された。ま

た、平成２５年４月には財団法人から公益財団法人（以下「当法人」という。）

に移行し、今日に至っている。 

 この間、計画期間を５か年とする事業計画を４回にわたり策定し、計画的な

事業の推進を図ってきた。 

 

 第４期中期事業計画(平成２７年度から平成３１年度。以下「第４期計画」と

いう。)では、「研究開発」、「産業支援」および「人材育成・交流」を三つの柱

として事業を行うとともに、エネルギー研究開発拠点化計画の推進機能を担っ

てきた。 

 「研究開発」については、陽子線がん治療では陽子線とⅩ線の併用などの高

度化研究、また、品種改良では植物工場等での栽培に適した新品種開発や理化

学研究所との共同研究による育種技術の高度化に取り組んできた。さらに、レ

ーザーを用いた原子力発電所設備の除染や構造物切断の実証研究、水素利用に

向けた技術開発など、様々な分野の研究に取り組んでおり、実用化への進展が
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期待される。 

 「産業支援」については、産学官連携や県内企業の技術支援・相談、新製品

開発への支援を進めてきた。また、原子力発電所の廃止措置への県内企業の参

入促進に向け、電力事業者の説明会や元請会社との情報交換会を実施した。 

 「人材育成・交流」については、ＩＡＥＡなどの関係機関と連携し、海外か

らの研修生、研究者の受入れを積極的に進めるとともに、県内企業の原子力分

野への参入促進のための研修等を行ってきた。 

 

 当法人は、第４期計画に引き続き、令和２年度から令和６年度までの５か年

を計画期間とする中期事業計画（以下「第５期計画」という。）を策定する。 

 平成２３年の福島第一原子力発電所事故以降、原子力発電を取り巻く環境が

大きく変化していることから、福井県は、本年３月、嶺南地域を中心に、原子

力をはじめ様々なエネルギーを活用した地域経済の活性化を目指すことにより、

人・企業・技術・資金が集まるエリアの形成を図ることを基本理念として、新

たに「嶺南Ｅコースト計画」を策定した。 

これを踏まえ、第５期計画では、第４期計画に引き続き、「研究開発」、「産業

支援」および「人材育成・交流」を三つの柱として、真に地域の産業活性化に

貢献できる機関となるための研究開発、産業支援機能の強化やグローバルな原

子力人材の育成と交流の推進を図っていく。 
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□2  改定の視点 

 

「嶺南Ｅコースト計画」の推進に貢献するとともに、社会が求める地域型の研究・支

援機関としての役割を果たしていくため、以下の視点で中期事業計画の改定を行う。 

 

（１）実用化研究に重点を置いた研究開発 

「医療」、「育種」、「レーザー技術」、「宇宙開発」の４分野に重点を置いて、

企業ニーズを重視した研究テーマを設定し、県内企業、国内有力研究機関等と

の連携を強化することにより、実用化に向けた研究を推進する。 

また、研究成果が実用化されるまでの過程を一貫してフォローアップするた

めの推進体制を整備する。 

（２）地域シーズを活用した産業創出・育成の支援 

地域のニーズを的確に把握し、当法人の研究成果をはじめとする地域のシー

ズを活かして、県内企業の技術開発や分析評価から販路拡大までを幅広く支援

することにより、産業創出や育成に貢献する。 

（３）人材育成・交流の拠点形成 

    ＩＡＥＡをはじめとする国内外の関係機関との連携や国際原子力人材育成

の実績を活かし、広く国内外から研究者や技術者が集い、世界の原子力人材の

育成や交流の拠点を形成することを目指す。 

 

これらの視点のもとに、研究開発、産業支援および人材育成・交流の推進に向けた事

業を着実に実行し、その成果を積極的に発信することにより、地域に開かれた法人を目

指していく。 
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□3  事業計画 

 

事業項目は下表に示すとおりである。 

 

研究開発  

１ 医療分野 

 ア 粒子線がん治療高度化のための生物応答

解明研究 

 イ 粒子線照射技術の高度化研究 

 

２ 育種分野 

ア 植物・菌類のイオンビーム育種研究 

 イ 生物資源のＤＮＡ情報・特性等の解析評

価研究 

ウ 植物工場関連品種改良 

 

３ レーザー分野 

ア レーザー技術を応用した除染技術、切断

技術の開発 

 イ レーザー技術の産業利用 

 

４ 宇宙開発分野 

ア 宇宙で利用される機器・材料の評価技術

開発 

 

５ エネルギー分野 

 ア 放射線計測技術の開発 

 イ 様々なエネルギーの技術開発 

 

６ 多様な分野の活動を支える技術開発 

 ア 加速器技術の開発・高度化 

 イ 加速器利用分析技術の開発・高度化 

 ウ 放射線場で利用される機器・材料の評価

技術開発 

 エ 材料技術の開発 

 

７ 実用化研究推進に向けた仕組みづくり 

 ア 体制の整備 

 イ 情報の発信 

 

 

産業支援  

１ 技術・研究支援 

ア 科学機器等の利用支援 

 イ 技術支援・相談 

  

 

２ 新事業創出支援 

 ア 産学官ネットワーク形成の推進 

 イ 研究開発支援 

 ウ 県内企業の原子力関連業務への参入支援 

人材育成・交流  

１ 人材育成支援 

 ア 国際的な原子力人材の育成 

イ 原子力関係業務従事者研修 

 

２ 技術・研究交流 

 ア 海外研究機関等との研究交流 

 イ 国際会議等の開催・誘致 
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研 究 開 発 

地域社会・経済への貢献を目指し、「医療」、「育種」、「レーザー技術」、「宇宙開発」

の４分野に重点を置いて、実用化に向けた研究開発を推進する。 

 

１ 医療分野 

 陽子線治療を基軸とした集学的がん治療法の研究開発や陽子線がん治療の腫瘍部に

おける線量分布を簡便に評価する技術の開発など、陽子線によるがん治療の高度化・効

率化を進める。 

 

ア 粒子線がん治療高度化のための生物応答解明研究 

（ア）概要 

陽子線治療を基軸とした集学的がん治療の実現に向けた研究開発を推進す

る。併せて、臨床レベルの試験研究の安全性を担保するための生物学的試験研

究を実施する。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

陽子線によるがん治療の治療線量について、科学的根拠に基づく再評価を行

った。また、陽子線とＸ線を併用した新しいがん治療法である混合放射線療法

の高度化に向けて、生物学的な研究開発を推進した。さらに、生体の持つ放射

線応答機構を活用することにより、がん治療効果の向上や副作用の低減化によ

るＱＯＬ(生活の質)の改善を目指した基礎研究に取り組んだ。 
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（エ）今後の取組みと期待される成果 

臨床治療用の陽子線ビームを用いた動物実験を含む生物学実験を効率よく

実施できる国内有数の研究機関としての優位性を活かし、陽子線とＸ線を併用

した混合放射線療法によるがん治療の高度化、放射線と薬剤を併用してがん治

療効果を拡大する混合化学放射線療法に関する基礎研究などの研究開発を推

進する。 

福井県立病院や国内の大学、研究機関と強力に連携しながら多角的に研究を

推進することにより、陽子線がん治療の更なる高度化が期待できる。 

 

 

イ 粒子線照射技術の高度化研究 

（ア）概要 

陽子線がん治療時の腫瘍部における線量分布を簡便に評価する技術を開発

し、治療計画の時間短縮と治療効果の向上に寄与する。さらに、開発した技術
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を陽子線治療のみならずＸ線治療にも適用することを目指す。また、粒子線治

療に係る各種工学的要素を含んだ課題の解決につながる知見を蓄積する。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

陽子線線量分布リアルタイム計測・可視化システムの開発に取り組み、特許

として認められた。また、線量評価手法の高度化に取り組んだ。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

陽子線線量分布リアルタイム計測・可視化システムの実用化に向け、医薬品

医療機器等法において必要となる改良を実施するとともに、実用化に向けた情

報収集を行う。これにより、陽子線がん治療における治療計画の時間短縮と治

療効果の向上に寄与することができる。 
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２ 育種分野 

 イオンビームを用いた植物・菌類の育種技術の開発や植物工場に適した新品種の育成

を行うとともに、生物資源のＤＮＡ情報・特性等の解析評価研究を行う。 

 

ア 植物・菌類のイオンビーム育種研究 

（ア）概要 

企業、試験研究機関、大学と共同で、社会や地域のニーズにマッチした有用

な植物や菌類の新品種育成に取り組む。 

また、新品種育成に適用可能な突然変異誘発技術の開発に取り組み、開発し

た技術を新品種育成に積極的に活用して行く。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

県内や中京圏の種苗会社と共同で、観賞用植物や施設園芸用野菜の育成に取

り組み、品種登録出願等を行ってきた。 

菌類や真菌類の新品種育成にも取り組み、冬虫夏草菌やグルコサミン生産細

菌の高機能化などに成功した。 

さらに、県内の試験研究機関へのイオンビーム育種研修を行い、その成果と

して酒造用酵母菌等が生まれた。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

企業、試験研究機関、大学と共同で、地域ニーズにマッチした植物や微生物

の有用品種の作出に取り組む。 

また、理化学研究所と共同で、ＤＮＡ修復阻害剤や高ＬＥＴ炭素線による新

育種技術の開発とそれを活用した実用品種の作出に取り組む。 
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これらの成果により、育種効率の向上と地域の一次産業、六次産業への貢献

が期待できる。 

 

 

イ 生物資源のＤＮＡ情報・特性等の解析評価研究 

（ア）概要 

福井県産ブランド野菜の育種に使用するＤＮＡマーカーの作成や、地域特産

の農産物に関する代謝産物データのカタログ化を行い、福井発のブランド野菜

の育成や保護に活用する。  

また、県産品が有する抗酸化力を評価することができる科学的信頼性や宣伝

効果の高い、新しい手法を確立する。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

福井県のブランド野菜である「越のルビー」の判別および開発中の新ミディ
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トマトの病害抵抗の判別を可能にするＤＮＡマーカーを作成した。 

また、各種農産物で成分分析を実施し、県産品の特異性を判別する手法の開

発を試みた。 

さらに、ミディトマトの抗酸化力について、類似の他県産品との比較評価を

実施するために必要な技術開発を試みた。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

開発中の新ミディトマトで単為結果性の有無を判別可能なＤＮＡマーカー

を作成する。 

また、県特産物の代謝産物の種類や相対量を測定し、効率的な育種や県特産

物の付加価値の立証に活用する。 

さらに、抗酸化力評価法について、農業・食品産業技術総合研究機構と共同

で検証して確立し、福井県産の農産品・食品の中から優位性を探索することに

より、高価値化のＰＲに活用する。 

これらにより、県内農業の振興に貢献することができる。 
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ウ 植物工場関連品種改良 

（ア）概要 

県内の植物工場における現行品種に対する様々なニーズに対し、理化学研究

所との共同研究で培った変異促進誘発技術や高ＬＥＴ炭素線による新育種技

術を活用して、新品種の育成を実施する。育成された新品種については、植物

工場の事業者に種苗を提供し、実際の生産環境における生育試験を行う。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

生育の早いレタス品種や結実性の高いミディトマト品種の作出に成功し、そ

れらを品種登録出願した。 

また、好塩性の機能性野菜であるシーアスパラガスの工場生産法を開発し、

太陽光併用型植物工場において通年栽培を可能とするＬＥＤ補光条件を確認

した。 

さらに、気泡駆動式ヒートパイプとヒートポンプを組み合わせた地熱利用温

調システムを開発した。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

企業や試験研究機関と共同で県内の植物工場のニーズにマッチした植物工

場用の新品種開発に取り組む。 

理化学研究所との共同研究で集積したＤＮＡ修復阻害剤や高ＬＥＴ炭素線

を利用した新育種技術を活用し、品種開発に必要な期間を短縮する。 

また、当法人が蓄積してきた植物工場に関する様々な技術等を事業者に提示

し、県内の植物工場の普及・発展に貢献する。 
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３ レーザー分野 

 原子力発電所の廃止措置に向けた除染・切断技術の向上と民生分野への技術移転を行

う。 

 

ア レーザー技術を応用した除染技術、切断技術の開発 

（ア）概要 

廃止措置に向けた除染・切断技術の試作・試験等で明確になった実用化に向

けた課題と最新レーザー技術を反映し、周辺技術を含めた除染・切断技術のシ

ステム高度化に取り組む。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

除染技術では、金属表面の除染システムの開発およびホット試験を実施した。

また、コンクリートの自走式小型除染システムを開発した。 

切断技術では、小型自動配管切断システムの試作、「ふくいスマートデコミ

ッショニング技術実証拠点」施設を用いた最大水深８ｍの水中レーザー切断試

験を行った。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

除染技術では、新しい短波長パルスレーザーの技術を取り入れ、表面除去の

高効率化・実用化を図る。 

切断技術では、小型配管切断技術の自動化や水中レーザー切断における周辺

技術を含めたシステムの高度化を進める。 

こうした技術の高度化により、廃止措置の安全性向上と効率化・省力化が可

能になる。 
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イ レーザー技術の産業利用 

（ア）概要 

国内有力研究機関との連携や廃止措置の除染・切断技術開発で培った技術・

ノウハウ等をベースに、地元産業構造に合った土木建築分野等での研究開発、

レーザー技術全般の相談・支援を行う。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

光産業創成大学院大学と連携し、塗膜除去技術、コンクリート表面改質技術

等の土木建築分野での実用化に向けた研究開発支援を行った。 

また、福井県工業技術センター職員、地元企業を対象にレーザー技術実習を

開催した。 
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（エ）今後の取組みと期待される成果 

光産業創成大学院大学をはじめとした国内有力研究機関と連携し、土木建築

分野等における研究開発を進め、実用化を図るとともに、地元企業のニーズを

捉え、新たな実用化研究の推進、技術相談を行い、地元企業の技術力向上と産

業振興に貢献する。 
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４ 宇宙開発分野 

 イオンビームを用いて宇宙用電子部品の放射線耐性を評価する技術の向上を図り、県

内企業等との共同研究により、県内宇宙産業の技術力強化につなげる。 

 

ア 宇宙で利用される機器・材料の評価技術開発 

（ア）概要 

放射線耐性評価研究として、照射量の制御手法や低線量照射に対応した照射

量計測手法などを開発する。 

また、ＪＡＸＡとの協力協定の締結により、放射線耐性評価技術の向上を図

り、県内企業等との共同研究を推進することで、県内企業の技術力強化につな

げる。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

火星衛星探査機や人工衛星に搭載する放射線検出器、半導体部品、撮像素子、

電子機器等の放射線耐性や応答性能の評価のためのイオンビーム照射試験を

実施した。 

また、イオンビーム強度を実際の宇宙線強度に制御する方法や放射線耐性評

価を短時間で行うための照射野形成や照射線量制御の方法を開発した。 

さらに、宇宙風化作用の評価試験を実施した。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

放射線耐性評価として、照射量の制御手法の研究やビームを破壊することな

く照射量を計測する手法の開発、加速器ビーム出射制御と照射量計測系の統合

を行う。 
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また、ＪＡＸＡとの協力協定の締結により、宇宙用電子部品の放射線耐性評

価技術の向上を図り、県内企業や福井県工業技術センター、県内外の大学等と

の共同研究や、福井県が進める超小型衛星の開発などに活かし、県内企業の技

術力強化および宇宙産業の集積に寄与する。 
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５ エネルギー分野 

 放射線計測技術の向上を図るとともに、太陽炉の効果的な活用や水素エネルギー利用

に向けた技術開発を行う。 

 

ア 放射線計測技術の開発 

（ア）概要 

放射線計測技術の高度化、加速器利用系装置の利用高効率化により、技術力

向上を図る。 

また、イオンビームの線束や時間変化を間接的に計測する技術を実用化する。 

さらに、使用済燃料のウラン・プルトニウム量を分析する手法を開発する。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

放射線源情報評価手法の開発を行い、管理区域や原子力災害時の放射線線量

分布を簡易に計測可能なシステムを開発した。 

また、瓦礫発生時の線量分布評価手法を開発し、シビアアクシデント時に瓦

礫等の放射線源が散在している現場の上空から測定したデータを用いて地上

線源の強度分布を評価する計算式を導出した。 

さらに、高エネルギー光子線計測による線束測定手法を開発した。 

加えて、ニュートリノを検出する装置を使って、実際の原子炉におけるニュ

ートリノ測定を行った。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

ビーム強度や照射フィールドなどの照射パラメータの決定を高効率に行う

ための評価システムを開発し、加速器利用系装置の利用高効率化を図る。また、



- 19 - 

 

高エネルギー光子線検出システムを応用し、イオンビームの線束や時間変化を

間接的に計測する技術の実用化を図る。 

さらに、ニュートリノを高精度で測定するための新しい検出器を作製し、使

用済燃料中のウラン・プルトニウム分析手法を開発することで、簡単な核燃料

評価を目指す。 

 

 

イ 様々なエネルギーの技術開発 

（ア）概要 

太陽炉の活用方法を探求し、実現性を評価した上で効果を実証する。 

また、燃料電池車の高圧タンクに替わって水素を安全に輸送でき、燃料電池

に水素を容易に供給できる水素吸蔵合金を開発する。 

さらに、水を吸収して水素を発生する性質を持ったセラミックを用いた水素

製造システムの構築を目指す。 



- 20 - 

 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

太陽熱等利用技術開発では、高結晶化グラフェン形成、月土壌の水素還元に

よる酸素分離および酸化マグネシウムの珪素熱還元による水素エネルギー循

環サイクルなどへの適用を試みた。 

水素吸蔵合金の開発では、成膜技術を利用して水素化マグネシウムに様々な

触媒を成膜し、水素が放出される温度を１００℃付近まで低下させることがで

きた。 

また、水素製造能力を持つセラミックの開発では、イオンビーム等により水

素挙動を分析した。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

マグネシウムの酸化還元を活用した持続可能な水素エネルギー利用システ

ムについては、太陽炉を用いた熱還元法の効率改善に取り組むとともに、実規

模を想定した水素製造装置や太陽炉の設計を通して、システムの採算性を評価

する。 

水素吸蔵合金の開発については、薄膜法で達成した性能を、比較的大量生産

に向いているボールミル法で実現する方法を探る。また、質量当たりの水素保

有量３％以上の吸蔵と放出が可能で吸蔵と放出を繰り返しても劣化しない合

金を開発する。 

セラミックを利用した水素製造に関しては、水素の製造能力の向上や効率化

を図り、自然エネルギーを利用した小型の水素製造システムを開発する。 

これらの研究を通じ、実用化技術開発を進めることでエネルギー構造の高度

化に寄与することができる。 
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６ 多様な分野の活動を支える技術開発 

 加速器の高効率かつ安定運転のための技術、イオンビームを用いた材料分析技術、機

器・材料の損傷や放射線耐性などの評価技術を開発する。また、高い付加価値を持つ材

料や安価な代替材料等の開発を行う。 

 

ア 加速器技術の開発・高度化 

（ア）概要 

医療・育種・宇宙開発分野の効率的かつ安定的な実験・研究のため、加速器

の継続的な開発を行う。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

タンデム加速器では、加速器の熱的な安定化により放電抑制性能を向上させ

るとともに、加速可能重イオンの拡張を行なった。 

シンクロトロンでは、加速高周波上のノイズの低減と出射電流の増加や安定

化を図った。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

タンデム加速器では、加速高周波発振器の半導体化、加速管分割抵抗や加速

器の除熱・排熱の改良により、加速高電圧の安定化と低ノイズ化を図る。 

シンクロトロンでは、加速高周波制御系とビーム位置信号処理系のデジタル

化を行う。また、電磁石の据付状況の変化を測定し、閉軌道の歪みの原因把握

と補正を行う。これにより、加速器の効率化と安定運用を図ることができる。 
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イ 加速器利用分析技術の開発・高度化 

（ア）概要 

加速器からのイオンビームを用いた材料分析技術の開発を行う。さらに、大

気や各種ガス中で試料を分析する手法を開発し、水素やリチウムを対象に材料

分析を行う。 

また、飛行時間測定法を用いた分析手法では、高効率化のための開発を行う。 

これらの技術や既存の技術を適用し、生体・生物中の元素の挙動の研究やリ

チウムイオン電池などの元素分析による性能評価を行う。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

イオンビーム分析では、飛行時間測定（ＴＯＦ－ＥＲＤＡ）法を用いた手法
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および大気中における分析手法を開発してきた。 

これらの手法を用いて、リチウムイオン電池性能評価のためのリチウム分析

や、ダイヤモンドライクカーボンにおける水素分析を行った。また、大気中で

しか評価できない水素吸蔵材料などの分析も可能となったほか、生体・植物試

料における元素分析も行った。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

ＴＯＦ－ＥＲＤＡ法を用いた研究では、検出器を大型化することで、短時間

で分析可能なシステムとする。 

大気中分析においては、リチウムの分析手法を開発し、リチウムイオン電池

への適用を目指す。これにより、電池の高性能化に資することが期待できる。

さらに、分析手法を適用する元素の範囲拡大を目指す。 
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ウ 放射線場で利用される機器・材料の評価技術開発 

（ア）概要 

原子力関連機器の高経年化対策に必要なデータを取得するため、加速器等を

使用して機器や材料の損傷評価、放射線耐性評価および評価技術開発を行う。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

イオン照射による永久磁石の耐性評価や劣化原因の調査を行ったほか、原子

炉構造材料等の劣化を稼働時と同じ温度でイオンビームを照射することによ

り評価する手法の開発を行った。 

また、医療用加速器施設での使用を想定した放射線遮断用建材のイオンビー

ムや中性子線に対する遮蔽性能評価を実施した。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

高経年化対策として原子炉構造材料の劣化を評価するため、中性子照射に伴

う腐食割れに影響を与える照射硬化量を予測する評価手法を確立する。 

さらに、原子燃料被覆管のジルコニウム合金について、重イオン照射や水素

注入を行い、水素脆化への影響を調査する。 

評価結果や評価手法は原子力関連機器の開発に寄与することが期待できる。 
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エ 材料技術の開発 

（ア）概要 

種々の材料（金属、高分子等）の製造（バルク・薄膜）、表面改質、形態制

御、複合化等のプロセス関連技術と観察・分析技術等、これまでの成果を活用

し、高い付加価値を持つ材料や安価な材料等を開発する。 

また、観察・分析技術の高度化に取り組むとともに、企業からの要請に応じ

て技術支援等を行う。 

（イ）研究期間 

令和２～６年度 

（ウ）これまでの取組み 

引張強度等が高く、放射線耐性を備え、既存素材と同等の光透過性を有する

ポリイミド系高分子ファイバーの開発を行った。 
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高分子上金属めっきの帯電防止材料、フレキシブル基板などへの応用を目指

し、付着性向上技術の開発に取り組んだ。 

また、屈折率が大きいシリコンの成膜により、見る方向の違いによる色の変

化が現れにくい着色法を開発した。 

（エ）今後の取組みと期待される成果 

ポリイミド系高分子ファイバーについて、企業ニーズに応じた改良を行い、

実用化を目指して開発する。これにより、フィルターなどに使用される不織布

としての活用が期待できる。 

また、シリコン成膜による着色技術について、福井県工業技術センターおよ

び県内企業と連携を強化し、立体物への着色技術を改良することにより、実用

化を目指す。これにより、眼鏡フレームへの着色などへの応用が期待できる。 
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７ 実用化研究推進に向けた仕組みづくり 

 企業ニーズの把握やコーディネート機能、情報発信力を強化し、実用化研究を推進す

るための仕組みを整備する。 

 

ア 体制の整備 

（ア）概要 

企業ニーズを把握し、ニーズに基づく研究テーマを的確に設定するとともに、

研究成果が実用化されるまでの過程を一貫してフォローアップするための推

進体制を整備する。 

（イ）今後の取組み 

企業ニーズの把握を徹底し、研究成果が実用化されるまでの過程をフォロー

アップするため、コーディネーター・企画支援広報部・研究員が一体となった

「実用化推進チーム」を新設する。 

また、企業ニーズに基づく実用化に向けた研究テーマを的確に設定するため、

内部・外部評価委員会の評価基準を改善する。 

さらに、公募型共同研究制度を見直し、当法人が展開する研究に資する分野

について共同研究する大学等への助成に加え、当法人の研究成果を実用化する

ことを目指して共同研究する企業を助成する制度を新設するなど、実用化に向

けた企業支援を強化する。 

 

イ 情報の発信 

（ア）概要 

ホームページの内容拡充、積極的な説明会開催や報道発表などにより、当法

人の研究成果の発信力を強化し、企業との共同研究を促進する。 
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（イ）今後の取組み 

当法人の研究成果や保有特許などについて、ホームページの内容拡充により

情報提供機能を向上させるとともに、各種説明会の開催、施設の公開や報道発

表などを積極的に行い、情報発信力を強化する。 

また、福井県工業技術センターや「ふくいオープンイノベーション推進機構」

と連携し、研究員と企業との交流会を積極的に設けることにより、企業との共

同研究を促進する。 
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産業支援 

 地域産業の振興を図るため、企業などの商品開発等の科学的分析・評価の支援、産学

官連携による新事業創出に向けた研究開発や事業化の支援を行う。 

 

１ 技術・研究支援 

 エネ研に設置されている科学機器を企業、大学、研究機関に貸し出すとともに、技術

相談を行い、製品開発等を促進する。 

 

ア 科学機器等の利用支援 

（ア）概要 

研究員の専門知識や技術ノウハウ、加速器や高度な科学機器など、当法人お

よびエネ研が有する人的・物的資源の情報を積極的に発信するとともに、他の

産業支援機関との連携を強化することにより、企業等の課題解決を幅広くサポ

ートする。 

（イ）これまでの取組み 

科学機器等については、当法人が開催する説明会・講演会のほか、企業訪問、

施設来訪者への案内等の機会を捉えて活用をＰＲし、利用の促進を図り、企業

等における様々な課題の解決をサポートした。 

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 

１，８８５件 １，７６５件 １，４９６件 １，５８０件 １，６２０件 

 

また、走査型電子顕微鏡装置や電子プローブマイクロアナライザー装置等の

科学機器を用いた分析・評価技術に関する研修を開催し、県内企業の研究開
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発・品質管理の向上を図った。 

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 

６回２７人 ６回２５人 ６回３５人 ６回３０人 ６回２７人 

 

（ウ）今後の取組み 

ホームページ、各種説明会などを通じて、科学機器等を活用した研究開発や

品質管理・分析などの事例について紹介するなど、有用性をわかりやすく発信

する。 

また、福井県工業技術センターや「ふくいオープンイノベーション推進機構」

と連携して、科学機器等の情報発信を強化し、企業等のより多くの課題解決に

向けてサービスを提供する。 

研修カリキュラムについては、企業のニーズに応じた、より実用的な研修を

加え、企業の分析・評価技術能力の向上を図る。 

 

イ 技術支援・相談 

（ア）概要 

企業の技術開発段階に生じたトラブル等に対し、専門的知識を有する研究員、

オペレータ等が相談に応じ、課題解決に向けてサポートを行う。 

（イ）これまでの取組み 

企業の様々な課題について、分野や内容に応じた研究員等がアドバイスや分

析等の支援を行った。また、理化学研究所の協力のもと平成２９年度に「イオ

ンビーム育種相談窓口」を設置し、イオンビームによる品種改良に関する相談

の受付を開始した。 

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 

２１３件 １３９件 １９０件 １８６件 １９８件 



- 32 - 

 

（ウ）今後の取組み 

ＪＡＸＡや理化学研究所などとの連携を拡充し、企業からの相談に対するア

ドバイス機能を強化するとともに、当法人が蓄積した研究成果や特許などを用

いて、事業化を目指した技術支援や継続したコーディネート活動を行う。 

また、企業の技術開発に向けて、加速器照射の依頼が増加していることから、

新たに「照射支援室」を設置し、企業のニーズに的確に対応する。 
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２ 新事業創出支援 

 企業と大学、研究機関のネットワークを活用した新事業、新産業の創出等を推進する

とともに、県内企業の研究開発から製品開発後の販路開拓までの取組みを支援する。 

 

ア 産学官ネットワーク形成の推進 

（ア）概要 

多様な地域産業の育成を目指し、様々な企業と大学、公設試験研究機関等と

の連携による産学官ネットワークの形成を通じて、エネルギー関連技術等によ

る新事業、新産業の創出に向けた取組みを実施する。 

（イ）これまでの取組み 

「ふくいオープンイノベーション推進機構」に参画し、平成２７年度には、

「災害対応ロボット技術開発研究会」を設立し、災害調査用の空陸両用型ドロ

ーンの設計・試作やドローン利活用の事例紹介等を行った。平成３０年度まで

に５回の研究会を開催し、試作機の試験飛行・走行等を実施した後、成果を福

井工業大学に引き継いだ。 

また、県内企業向けの技術支援のため、平成２９年度に「レーザー加工ＤＩ

Ｙセミナー」、令和元年度に「次世代型スマート農業セミナー」を開催した。 

（ウ）今後の取組み 

「ふくいオープンイノベーション推進機構」と連携して、各分野の専門知識

を有する大学や公設試験研究機関等の協力を得ながら、新事業、新産業の創出

に向けて県内企業を支援する。 

具体的には、当法人の研究成果を活かして、「イオンビーム育種」や「放射

線耐性評価による宇宙デバイスの開発」等をテーマとする研究会やセミナーを

開催して、県内企業の技術力の強化等を図り、地域産業の育成に寄与していく。 
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イ 研究開発支援 

（ア）概要 

新産業創出に向けて、嶺南地域を中心として県内企業の研究開発を支援し、

新事業、新技術、新製品の開発への取組みを促進する補助事業を行う。また、

従来の研究開発に対する支援に加え、製品開発後の販路開拓を支援する補助制

度を設ける。 

（イ）これまでの取組み 

新技術、新製品の開発を行うためのシーズ調査等を支援する「新産業創出シ

ーズ発掘事業補助金」は、令和元年度から補助対象分野（原子力・エネルギー

分野、地域産業活性化分野、環境分野)に、植物工場・施設園芸分野、防災分

野を追加し、支援の充実を図った。 

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 

６件 ７件 ５件 ７件 ５件 

 

嶺南地域の「ものづくり」産業を支援する「嶺南地域新産業創出モデル事業

補助金」についても、同様に補助対象分野の拡大を行った。 

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 

９件 １２件 ８件 ５件 ７件 

 

新技術、新製品の開発を支援してきた「拠点化計画促進研究開発事業補助金」

については、平成２９年度から補助対象分野を「再生可能エネルギー、省エネ

ルギーに関する技術開発」として、県を主体に実施されており、当法人は申請

支援等を行っている。 

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 

５件 ― ２件 ２件 ３件 

（注）平成２８年度は、国の補助制度の変更に伴い、事業実施を見送り。 
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これまでの研究開発支援により、「ポリエチレン袋による飲料カップ用テイ

クアウトバック」、「シーアスパラガスの専用ＬＥＤ栽培設備による周年栽培新

技術」、「福井梅を使用したリキュールや機能性表示食品（梅ウォーター）」、「友

禅柄の越前和紙キューブメモ」など多数の製品等が開発された。 

（ウ）今後の取組み 

県内企業の新技術、新製品の開発に向けた取組みを、引き続き補助事業によ

り支援する。支援にあたっては、企業の研究開発内容により、当法人の研究員

も積極的に参画する。 

また、補助金活用事例の周知等により、補助事業の有益性を広報するととも

に、県内企業が利用しやすい制度を目指し、企業ニーズ等を踏まえ、必要に応

じ対象分野、対象経費等を見直す。 

さらに、従来の研究開発に対する支援に加え、製品開発後の販路開拓を支援

する補助制度を新設することにより、産業の創出・育成の実効性を高める。 

 

 

ウ 県内企業の原子力関連業務への参入支援 

（ア）概要 

県内企業の原子力関連業務への参入、受注拡大を支援するため、メンテナン 

ス業務を行っている元請会社と県内企業との情報交換会を開催する。 

また、廃止措置工事への県内企業の参入を促進するため、電力事業者による 

説明会や、元請会社と県内企業との情報交換会を開催する。 

（イ）これまでの取組み 

原子力関連業務従事者研修を受講し、原子力関連業務への参入および受注拡

大を目指す企業を対象に、メンテナンス業務を行っている元請会社と情報交換
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会を開催した。 

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 

７社 ７社 ５社 ５社 ６社 

 

     平成２８年度から廃止措置工事への県内企業の参入促進および県内企業が

保有する技術の廃止措置への活用を図るため、「廃止措置工事に係る電力事業

者の説明会」および「廃止措置工事に係る元請会社と県内企業との情報交換会」

を開催してきた。 

・廃止措置工事に係る電力事業者の説明会 

日時 対象発電所 主催 共催 開催場所 
参加 

企業数 
参加人数 

Ｈ28.7.1 

関電美浜 

発電所 

１・２号機 

 

原電敦賀 

発電所 

１号機 

 

エネ研 

関西電力 

日本原電 

原子力機構 

エネ研 ２２７社 ４０３名 

Ｈ28.12.16 
原子力機構 

ふげん 

福井商工 

会議所 
エネ研 

福井商工 

会議所 
３５社 ５２名 

Ｈ31.4.24 

関電大飯 

発電所 

１・２号機 

エネ研 関西電力 

おおい町 

総合町民 

センター 

６９社 ９９名 

 

     ・廃止措置工事に係る元請会社と県内企業との情報交換会 

日時 対象工事 
開催 

場所 

参加 

企業数 
参加人数 

Ｈ29.3.6 

［関電美浜発電所１・２号機］ 

・系統除染工事 

（元請会社） 

三菱重工㈱、丸紅ﾕﾃｨﾘﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ㈱ 

エネ研 

・全体説明会 

５４社 

・個別面談会 

２１社 

・全体説明会 

８７名 

・個別面談会 

３７名 

Ｈ30.1.31 

［関電美浜発電所１・２号機］ 

・タービン建屋内機器等解体工事 

・原子炉容器内外 放射能調査 

（元請会社） 

関電ﾌﾟﾗﾝﾄ㈱、ﾆﾁｱｽ㈱、㈱関電ﾊﾟﾜｰ

ﾃｯｸ、三菱重工業㈱ 

エネ研 

・全体説明会 

７０社 

 

・個別面談会 

２１社 

・全体説明会 

１１０名 

 

・個別面談会 

３５名 



- 37 - 

 

Ｈ30.3.28 

［原電敦賀発電所１号機］ 

・タービン・発電機等解体工事 

・機械工作室エリア周辺機器解体 

工事 

・制御棒駆動ユニット等解体工事 

（元請会社） 

原電ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

エネ研 

・全体説明会 

６８社 

 

 

・個別面談会 

３４社 

・全体説明会 

９４名 

 

 

・個別面談会 

４９名 

Ｈ31.1.31 

[関電美浜発電所１・２号機］ 

・原子炉容器外の放射能調査（放射化） 

・新燃料搬出工事 

（元請会社） 

日本建設工業㈱、関電ﾌﾟﾗﾝﾄ㈱、三

菱原子燃料㈱、原子燃料工業㈱ 

エネ研 

・全体説明会 

 ５４社 

 

 

・個別面談会 

１５社 

・全体説明会 

８０名 

 

 

・個別面談会 

２９名 

Ｒ2.3.10 

［関電大飯発電所１・２号機］ 

・系統除染工事 

・タービン建屋内機器等解体工事 

（元請会社） 

三菱重工㈱、丸紅ﾕﾃｨﾘﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ㈱、

関電ﾌﾟﾗﾝﾄ㈱、明星工業㈱ 

おおい

町総合

町民セ

ンター 

 

 
 

・個別面談会 

１７社 

 
 
 

・個別面談会 

２８名 

Ｒ2.3.27 

［原電敦賀発電所１号機］ 

・水素・酸素発生装置（水電解装置） 

解体工事 

（元請会社） 

原電ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

 

［原子力機構ふげん］ 

・原子炉建屋内Ａループ側機器等 

解体撤去工事 

（元請会社） 

㈱ＴＡＳ 

エネ研 

 

 

 

 

 

・個別面談会 

６社 

 

 

 

 

 

・個別面談会 

１１名 

（注）令和元年度は、新型コロナウィルス感染拡大防止のため全体説明会は開催中止。 

 

 

（ウ）今後の取組み 

原子力関連業務への参入および受注拡大を目指す企業の技術力等が元請会

社等に十分認知されるよう、開催時期の見極めや開催周知の徹底を図りながら

情報交換会等を開催する。 

廃止措置工事への参入については、適時に電力事業者説明会および元請会社

情報交換会を開催して、各廃止措置プラントごとの具体的な工事内容、規模、
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見通し等の必要な情報を県内企業へ提供することにより、県内企業の参入を支

援する。 
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人 材 育 成 ・ 交 流 

 国際的な原子力人材の育成や原子力関連業務従事者研修等の人材育成を行う。また、

海外研究機関等との研究交流や国際会議等の誘致などを行う。 

 

１ 人材育成支援 

関係機関と協力し、国際的な人材の育成に取り組む。また、国内の原子力関連業務従

事者の育成に取り組む。 

 

ア 国際的な原子力人材の育成 

（ア）概要 

国内外の原子力発電所の安全な運転維持のための人材の確保や世界的な原

子力発電所の導入計画への貢献を目指し、関係機関と連携し原子力人材育成を

行う。 

（イ）これまでの取組み 

国際人材育成事業については、ＩＡＥＡと共催で各種研修や国際会議を福井

県内で開催したほか、国内関係機関からの委託事業による研修生の受入れを行

った。 

国内人材育成事業については、国内人材の国際化に向け、平成２３年度から

毎年３名程度の県内および関西・中京圏の大学院生の留学支援を行うとともに

平成２９年度からは「グローバルスクール」を開催した。さらに、平成２７年

度からは文部科学省国際原子力人材育成イニシアティブ事業により「廃止措置

セミナー」を実施した。 
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（ウ）今後の取組み 

国際人材育成事業については、ＩＡＥＡをはじめとする国内外の関係機関と

連携し、原子力安全、廃止措置、研究炉分野等における国際研修コースを継続

して実施する。また、これらの研修について、日本人学生の参画を可能にする

とともに参加を促進するための仕組みを大学等と協議していく。                       

国内人材育成事業については、大学院生留学支援や「グローバルスクール」

を継続するとともに、文部科学省国際原子力人材育成イニシアティブ事業によ

り、高専生、大学生等を対象にした人材の育成事業を実施する。 

また、福井国際人材育成センター設立１０周年の報告書をとりまとめる。 

 

 

イ 原子力関係業務従事者研修 

（ア）概要 

国内の原子力発電所の安全な運転維持のための人材確保に資するという観

点から、国内技術者向け実務研修や原子力保修技術技量認定講習等を実施する。 

（イ）これまでの取組み 

平成１７年度から国内の現場ニーズに応じた研修を実施し、「原子力関連業

務従事者研修」、｢原子力の安全性向上を担う人材の育成研修」、「技量認定」の

三つの取組みにより、作業者の技能向上を図っている。毎年約１，０００名の

受講者を受け入れており、令和元年度までの累計で約１６，０００名が研修を

受講した。 

（ウ）今後の取組み 

受講生や企業のニーズに合わせて、研修内容の充実や技量認定制度の継続的

な見直しを図っていく。特に、原子力プラントの廃止措置については、「ふく
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いスマートデコミッショニング技術実証拠点」施設を活用したより実践的な内

容の研修メニューの策定や、直接的に工事内容に踏み込んだ講義を行うなど、

研修内容の充実を図っていく。 
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２ 技術・研究交流 

 海外の大学、研究機関等と研究協力、人材交流等を行うとともに、国際会議等の誘致

を行う。 

 

ア 海外研究機関等との研究交流 

（ア）概要 

研究・人材育成拠点の形成を目指す取組みの一環として、当法人と海外の研

究機関、大学等との共同研究、研究者の交流・研修等を積極的に進める。 

（イ）これまでの取組み 

平成２４年度から実施している海外研究者・研究生の受入事業は令和元年度

までの８年間で３７名を受け入れた。 

過去８年の申請応募は、アジアを中心に２１か国１６２名に及んでいる。 

（ウ）今後の取組み 

福井県とＩＡＥＡが締結した覚書のもと、放射線利用（加速器、医療、農業）

や放射線監視等の分野でＩＡＥＡと連携した研究者の県内研究機関での受入

れを実施し、県内研究機関と海外研究者との交流拡大を図っていく。  

 

 

イ 国際会議等の開催・誘致 

（ア）概要 

国際会議等を誘致することにより、原子力先進県である福井県を世界に向け

てアピールするとともに、福井県の魅力を発信することにより福井県の知名度

の向上を図る。 
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（イ）これまでの取組み 

平成２２年度からアジア原子力人材育成会議を開催し、アジアを中心とした

世界各国の原子力機関の代表者およびＩＡＥＡの専門家を招聘して、原子力発

電や放射線利用等について情報共有するとともに、関係者による議論や発信を

行った。 

（ウ）今後の取組み 

原子力利用分野における国際的な原子力人材とのネットワークを一層強化

するため、研究炉や廃止措置などの原子力に関連する様々な分野について議論

と情報の共有を行う「原子力人材育成ワークショップ」等を開催する。 
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第５期中期事業計画 推進指標 

 

○研究開発 

指標 内容 
H27～R元年度

平均（／年） 

2 

年度 

3 

年度 

4 

年度 

5 

年度 

6 

年度 

１ 
研究発表数 

（論文、外部発表等） 

件 

100 
  550   

２ 
民間企業等との共同

研究数 

件 

14 
  100   

３ 企業訪問数 
件 

38 
  250   

○産業支援 

指標 内容 
H27～R元年度

平均（／年） 

2 

年度 

3 

年度 

4 

年度 

5 

年度 

6 

年度 

４ 
県内企業の 

科学機器利用件数 

件 

184 
  950   

５ 補助金支援件数 
件 

16 
  85   

６ 
補助金支援による 

新たな製品化数 

件 

4 
  22   

○人材育成・交流 

指標 内容 
H27～R元年度

平均（／年） 

2 

年度 

3 

年度 

4 

年度 

5 

年度 

6 

年度 

７ 
従事者研修受講者数

（累計） 

名 

H17～R元 

15,916 

 21,500  

８ 

海外からの研究者お

よび研修生の受入れ

数 

名 

100 
  400   

９ 

国際研修コースへ

の日本人学生の参

加者数 

  名 

  ― 
  100   
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